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全国介護保険担当課長会議資料についてのＱ＆Ａ 

【平成 26 年 10 月 22 日版】 厚生労働省 抜粋 

 

 

問１ 入所判定時に要介護３であったが、入所日の前日に要介護度が１・２に

改善した場合、特養には入所できないのか。 

（答） 貴見のとおりである。ただし、要介護１・２に改善した入所者が、特

例入所の要件に該当する場合には、特例的に指定介護老人福祉施設及び

指定地域密着型介護老人福祉施設への入所が認められることとなる。 

 

 

問２ 特例入所の要件について、市町村独自で要件を具体化したり、新たに要

件を設定したりすることは可能か。 

（答） 自治体や施設ごとで取扱いの差が生じ公平性の観点から問題となるこ

とのないよう、厚生労働省としては「指定介護老人福祉施設の入所に関

する指針について」(平成 14年８月７日付老健局計画課長通知)を改正し、

特例入所についての基本的な考え方等をお示しすることとしているが、

各自治体で定める特別養護老人ホームの優先入所指針において、特例入

所の判断に際して勘案すべき事項等について、更に具体化することも可

能であると考えている。 

 

 

問３ 現在入所申込みをしており、（※）平成 27 年４月１日以降に入所予定の

方の入所判定は現行の指針に基づき行い、改正指針の内容は平成 27 年４月

１日以降の新規申込者から適用するという取扱いでよいか。 

   ※ 平成 27 年３月 31 日以前に入所申込みをしている場合 

（答） 平成 27 年４月１日より改正介護保険法が施行されるところ、現在入所

申込みをしている全ての方について、改めて入所申込みをして頂くこと

までを求めるものではないが、平成 27 年４月１日以降に入所することと

なる方については、改正後の介護保険法に基づく入所指針の内容を適用

することが適当である。 

 

 

問４ 現に入所している要介護１・２の被保険者（※）が入院等により一旦退

所した場合、退院後にもとの施設への再入所を希望した場合には新規入所

者として入所判定することになるのか。 

   ※ 平成 27 年３月 31 日以前から入所している要介護１・２の被保険者 

（答） 貴見のとおりである。 
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問５ 平成 27 年３月 31 日時点で特養に入所している利用者の方が、平成 27 年

４月１日以降に要介護１・２に変更になっても引き続き入所できるのか。 

また、平成 27 年４月１日以降に入所した方が要介護１・２に変更になっ

た場合は、退所になるということか。 

（答） 平成 27 年４月１日以前から（※）施設に入所している要介護者につい

ては、仮に４月１日以後要介護１・２に変更になっても引き続き当該施

設に入所し、指定介護福祉施設サービス又は指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護を利用することが可能である。 

また、平成 27 年４月１日以降に入所した方が要介護１・２に変更にな

った場合については貴見のとおりであるが、要介護１・２に変更になっ

た入所者が、特例入所の要件に該当すると認められる場合には、特例的

に指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設への入所

が認められることとなる。 

※ 正しくは「平成 27 年３月 31 日以前から」 

 

 

問６ 施設が特例入所を決定する際の手続きの案において、施設が市町村に意

見を求めることができるとしているが、施設から意見を求められた場合に

意見を表明しないことがあっても差し支えないか。また、事後的に実地指

導等で確認する方法を原則としてもよいか。 

（答） 施設から意見を求められた場合について、その際に意見を表明するこ

となく、事後的に実地指導等で確認することは、入所者の処遇に困難を

生じさせる恐れがあること等から、入所前に意見を述べる必要があると

考えている。 

 

 

問７ 施設は、市町村からの意見の内容も踏まえ、入所検討委員会において特

例入所の必要性を判断するとされているが、市町村からの意見を踏まえた

結果であれば、施設が市町村からの意見に反する判断をしても差し支えな

いか。 

（答） 特例入所に該当するか否かについては、最終的には施設の判断となる

が、施設と市町村の判断に齟齬が生じることがないよう、適切に連携等

していただきたいと考えている。 
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問８ このたびの制度見直しに伴う入所判定の今後の対応について、関係団体

等との協議や入所判定システムの改修等を行う時間が必要となるため、入

所の必要性に留意した上で、平成 27 年４月末まで現行のシステムで入所判

定を行ってよいか。 

（答） 現行のシステムを活用すること自体は差し支えないが、平成 27 年４月

１日より改正介護保険法が施行されるところ、平成 27 年４月１日以降の

指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設の入所判定

については、各自治体が改正する特別養護老人ホームの優先入所指針の

内容を踏まえた判断をして頂きたい。 

 

 

問９ 特例入所の要件に該当し、困難な理由を付記する際、申込者本人及び家

族が理由を記載すればよいか。 

（答） 特例入所の要件に該当し、指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型

介護老人福祉施設以外での生活が著しく困難な理由を入所申込書に付記

するに当たっては、申込者本人や家族のほか、申込者本人を担当する介

護支援専門員など、入所申込者の状況等を十分に把握できる方が記載し

ても差し支えない。 

 

 

問 10 意見書を作成するに際して、市町村の事務職員では判断が難しいため、

介護認定審査会の委員といった専門職の意見を参考にしてもよいか。 

（答） 貴見のとおりである。 

 

 

問 11 要介護１・２の方からの入所申込みに対して、市町村が特例入所の対象

とすべきでないと意見表明し、施設がその意見を尊重して特例入所の対象

者としなかった場合、市町村の表明した意見に対し、当該要介護１・２の

方が不服申し立てを行うことはできるのか。 

（答） 特例入所の判断に当たって行われる市町村の意見の表明は、施設が行

う入所判断を拘束するものではなく、不服申立ての対象となる行為には

該当しないものと考えている。 
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問 12 特例入所指針による申込者は、例外的に特養の入所申込みができるとい

うだけであり、実際の入所の判定に当たっては、要介護３以上の他の入所

申込者と同じ審査基準で判断すればよいのか。 

（答） 貴見のとおりである。したがって、要介護１・２の方の特別養護老人

ホームへの入所判定に当たっては、入所申込者が特例入所の要件に該当

するかを検討した上で、該当した場合には、これまでと同様、「介護の必

要の程度」及び「家族の状況」等の勘案すべき事項に照らし、指定介護

福祉施設サービス及び指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を利用する必要性が高いと認められる入所申込者を優先的に入所させる

よう、入所の必要性を個別具体的に判断して頂きたい。 

 

 

問 13 入所指針について、各自治体の優先入所指針を改正して対応することと

なっているが、各自治体とは都道府県でよいのか。 

（答） ここでいう「各自治体」については、現行の取扱いと同様である。し

たがって、都道府県・政令市・中核市だけでなく、特別養護老人ホーム

の優先入所指針の作成について独自の取組みを行う市町村も含まれる。 


